
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

新型コロナウイルス感染症「くらし・経済対策」（令和２年６月） 

について 
 
 
 

別紙のとおり策定しましたので、お知らせいたします。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

お問合せ先 

政策局政策課長               安達 恒介  Tel 045-671-3912 
政策局政策課担当課長             岡 靖之   Tel 045-671-4322 

 

令 和 ２ 年 ６ 月 １ ２ 日 
政 策 局 政 策 課 

横 浜 市 記 者 発 表 資 料 



３．新たな日常に取り組む

新型コロナウイルス感染症「くらし・経済対策」（令和２年６月）

１．市民と医療を守る

２．横浜経済と市民生活を守る

　「新しい生活様式」への対応と学校の再開を支援します。

　第２波・第３波に備えた万全な医療提供体制を確保します。

　景気回復に向けた経済対策と厳しい状況にある市民・団体・事業者の支援を行い
ます。

　感染症対策の強化と経済再生の実現に向け、３つの柱で取組を進めます。



１．市民と医療を守る
　　第２波・第３波に備えた万全な医療提供体制の確保

5,574 百万円

◆新型コロナウイルスの検査体制を強化します 単位：百万円
ＰＣＲ検査強化事業
　再度の感染拡大に備え簡易検体採取の体制を強化（最大7,200件（６月８日時点660
件））するとともに、要介護状態にあるなど外来受診が困難な方でもＰＣＲ検査を受
けられるよう、往診等による検査体制を整備します。

479

ＰＣＲ検査費等の自己負担助成事業（ＰＣＲ検査費自己負担助成事業ほか１事業）
　身近な場所でＰＣＲ検査等が受けられるよう検査体制の強化を進めることにより、
検査件数の増加が見込まれるため、 ＰＣＲ検査の自己負担助成額を追加 するととも
に、抗原検査費用の自己負担分を助成し無料化します。

1,425

診療所等受診体制整備事業
　医療従事者の感染リスクが低いとされる唾液によるＰＣＲ検査が承認（６月２日通
知）されたことなどを受け、より多くの市民が身近な場所でＰＣＲ検査が受けられる
よう、診療所における院内感染防止に必要な設備整備等に係る費用を助成（上限100万
円・200施設）します。

200

◆医療機関の負担を軽減しつつ、病床を確保します 単位：百万円
新型コロナウイルス感染症病床確保協力金事業
　新型コロナウイルス感染症患者の受け入れ協力病院の経営が圧迫されている状況を
踏まえ、４月以降、重症・中等症患者を受け入れる病床を確保してきた医療機関に対
して、本市独自の協力金を国の基準単価に上乗せして支給（16,000円～32,000円/床・
日）します。

560

重症・中等症患者等入院受入奨励事業
　再度の感染拡大期において、入院治療を必要とする陽性患者等の円滑な受け入れを
促進するため、入院患者を受け入れた医療機関に支給する支援金を追加します。

170

認知症高齢者等の受入体制強化事業（認知症高齢者受入支援事業ほか１事業）
　入院治療を必要とする認知症高齢者等の円滑な受け入れのため、入院患者を受け入
れた医療機関及びあらかじめ病床を確保した医療機関に対して、支援金を支給しま
す。

29

Ｙ－ＣＥＲＴ強化事業
　「横浜市災害医療アドバイザー」の協力のもと、４月に設置した「感染症・医療調
整本部（Ｙ－ＣＥＲＴ）」を継続運用することで、医療崩壊を阻止し、地域医療体制
を維持します。

3



◆第２波に備えた予防対策・準備をすすめます 単位：百万円
横浜版クラスター予防対策推進事業（クラスター予防対策強化事業ほか１事業）
　クラスター発生に対するリスク管理をより高いレベルで実施するため、「横浜版ク
ラスター予防・対策チーム」を設置し、医療機関等への感染予防策の確認や改善指導
を実施します。また、クラスター発生時には、国等と連携し迅速に対応することで感
染拡大を徹底して防ぎます。

100

避難所等における災害対策備蓄事業
　台風や地震等の災害発生時に開設する避難所等における感染防止対策として、アル
コール消毒液、マスク等の感染防止資器材を整備します。

110

災害時要援護者支援事業
　災害発生時に福祉避難所となる社会福祉施設における感染防止対策として、市が一
括して物品を調達し、各施設に配布します。

35

医療機関等に対する感染防止資器材の配布事業（高齢福祉推進諸費ほか３事業）
　医療機関等における感染拡大防止を図るため、マスクや消毒液などの必要な感染防
止資器材を調達し、各施設等に配布します。

1,043

児童福祉施設等における感染症拡大防止対策事業
（保育所等新型コロナウイルス感染症対策事業ほか15事業）
　児童福祉施設は感染症のリスクが継続する中で、適切な防止対策を行った上で事業
を継続することが求められるため、感染防止に資する備品購入等に対する経費の追加
補助に加えて、施設職員が感染症対策の徹底を図りながら施設運営できるよう必要な
経費を補助します。

1,328

データ活用強化による感染拡大防止事業（感染症発生動向調査事業）
　本市に寄せられた相談内容等のデータ集計や分析を行い、再度の感染拡大期におい
て迅速かつ効果的な対応が図れる体制を整備します。
　また、本市が保有する感染症情報を国が導入したシステムにより活用することで、
クラスター対策等に繋げます。

92



２．横浜経済と市民生活を守る
　　景気回復に向けた経済対策と厳しい状況にある市民・団体・事業者の支援

9,483 百万円

◆「新しい生活様式」に取り組む中小事業者を支援します 単位：百万円
中小企業の「新しい生活様式」対応支援事業
　感染症リスクが依然継続している中で、長期的な視野で感染拡大防止や「新しい生
活様式」への対応に取り組みながら経済活動を行う市内中小企業をハード・ソフトの
両面で応援します。「新しい生活様式」に対応するための経費を補助（中小企業：
9/10補助・上限30万円、個人事業主： 9/10補助・上限15万円　6,000件）するととも
に、その取組を様々な媒体を通じて広く発信することで、他の企業・店舗等にも普及
させるなど、市内経済の好循環を生み出します。

1,350

テレワーク導入促進事業（職場環境向上・女性活躍推進事業）
　市内中小企業の感染拡大防止策を支援するため、テレワーク導入に要する費用の補
助件数を追加（3/4補助・上限30万円・825件追加）します。

257

◆ＳＤＧｓと「新しい生活様式」を両立する先駆的な事業を支援します 単位：百万円
ＳＤＧｓ ｂｉｚ サポート事業
　市内事業者による「ヨコハマＳＤＧｓデザインセンター金融支援制度」の認証を目
指す取組を支援するため、ＳＤＧｓと「新しい生活様式」を両立する先駆的な事業に
対して、必要経費を助成（1/2補助・上限200万円・50件）します。

110

◆観光・ＭＩＣＥ産業の復興を支援します 単位：百万円
市内観光・ＭＩＣＥ復興支援事業
　国内旅行・ＭＩＣＥが再開する機会を捉え、日帰り旅行商品の企画・販売や市内事
業者と連携した集客促進事業の展開により、県内・市内を始め近距離の旅行需要を喚
起するとともに、本市独自のクーポン発行を含めた販促プロモーションを実施し、県
域を越えた宿泊需要を確実に取り込みます。
　その上で、着地型旅行商品と市内宿泊促進プロモーションを連動させることで、市
民や旅行者にとって魅力的な横浜ならではの商品を造成し、市内観光・ＭＩＣＥのＶ
字回復を図ります。

500

◆厳しい活動環境にある、文化芸術活動を支援します 単位：百万円
市内のアーティスト等の文化芸術活動緊急支援事業（芸術文化支援事業）
　活動の機会を失っているアーティストや文化芸術関係者が行う文化芸術活動を支援
するため、活動再開に向けた準備制作やライブハウス等市内文化施設を活用した映像
配信など、現在の情勢において実施できる文化芸術活動への助成件数を追加（活動再
開に向けた準備制作等：上限30万円・450件追加、市内施設を活用した映像配信等：上
限70万円・50件追加）します。

180



◆厳しい状況にある、市民生活を支援します 単位：百万円
ひとり親世帯フードサポート事業
　感染拡大の影響により経済的に困窮しているひとり親世帯を支援するため、フード
バンクを活用して食品を提供する仕組みを構築します。

20

ひとり親世帯ＳＮＳ就労サポート事業
　感染症のリスクが依然継続している中で、ひとり親世帯を対面形式だけではなくオ
ンラインでも支援するため、ＳＮＳを活用した相談支援体制を強化します。

3

ひとり親世帯臨時特別給付金給付事業
　低所得のひとり親世帯について、感染症の影響による子育て負担の増加や収入の減
少に対する支援を行うため、臨時特別給付金を給付します。

3,072

横浜市立大学の学生支援事業（横浜市立大学修学支援補助金）
　感染症の影響により、学業の継続が困難となる学生の修学機会を維持するため、横
浜市立大学における法定の減免対象者の増加見込み分を追加（50人）するとともに、
法定対象外の学生についても、市大独自の支援策を実施（50人）します。

42

新型コロナウイルス流行下における妊産婦等総合対策事業
（妊産婦等総合対策事業ほか２事業）
　感染症のリスクが続く状況でも安心して妊娠・出産・子育てができるようにするた
め、国制度に基づく「分娩前のウイルス検査」や「育児等支援サービス」等に加え
て、本市独自に「安心して受診できる乳幼児健診」を行うなど、妊産婦等に寄り添っ
た総合的な支援を実施します。

1,392

生活困窮者自立支援事業
　休業に伴う収入減少等により、生活が困難になっている方に対して、生活支援や住
居確保に関する相談対応を迅速に行えるよう体制を強化します。

283

自殺対策等に関する相談体制強化事業（自殺対策事業ほか１事業）
　感染拡大の影響により、健康・生活・経済問題や休業等に起因する自殺リスクが高
まることが懸念されるため、インターネットを活用した非対面型の相談体制を強化し
ます。また、宿泊療養施設利用者等の感染者を対象としたこころの健康に関する電話
相談窓口を設置します。

7

新型コロナウイルス感染症対応に伴う会計年度任用職員緊急雇用事業
　感染症の影響により職を失った方などを対象に、会計年度任用職員の緊急雇用を実
施（50人程度）します。感染症対応等で業務繁忙となっている部署に増配置すること
で、安定的な行政サービスの提供も確保します。

97

「横浜で働こう！」推進事業
　感染拡大の影響による内定取消、解雇、雇止め、派遣切り等にあった方の早期就職
を支援するため、「横浜市就職サポートセンター」の機能を拡充し、ＷＥＢを活用し
たスキル向上や就職機会の提供などを実施します。

10



◆市民の暮らしを支える、公益活動や福祉サービス事業者を支援します 単位：百万円
市民公益活動緊急支援事業
　市民の暮らしを支える地域の居場所づくりや高齢者の見守り、子ども食堂や親子サ
ポートなど、公益性の高い活動を支援するため、活動の継続と今後の回復期を見据え
た事業展開を支援する助成金を交付します。
　また、市民協働推進センターにコーディネーターを配置し、申請団体等の取組への
サポートを行います。

93

福祉サービス運営支援事業（介護サービス等運営費助成事業ほか６事業）

　感染拡大の影響による利用自粛などにより収入が減少した各種福祉サービスの事業
者に対して、今後も事業が継続できるよう、支援金を交付（最大 300万円）します。

830

福祉サービス継続支援事業（障害福祉サービス継続支援事業ほか３事業）
　利用者や職員の感染等によって通常とは異なる特別な体制でのサービス提供を行う
など、感染拡大の影響により経費が増大している各種福祉サービスの事業者に対し
て、今後も必要なサービスを継続して提供できるようにするため、かかり増し経費を
助成（上限395万6,000円 ※サービス種別等による）します。

727

救護施設職員に対する慰労金給付事業
　感染症防止対策を講じながら施設運営の継続に取り組んだ救護施設職員に対して慰
労金を給付します（国制度10/10）。

23

学校給食物資補償事業
　市立小学校の全校一斉臨時休業等により発生した給食中止（４～６月分）に伴い、
キャンセル費用や違約金等が発生したため、給食食材納入業者へ補償金を支払いま
す。
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３．新たな日常に取り組む
　　「新しい生活様式」への対応と学校の再開を支援

3,677 百万円

◆ICTの活用等による「新たな生活様式」への対応をすすめます 単位：百万円
子ども・子育て支援分野における「新しい生活様式」対応事業
（保育・教育人材確保事業ほか３事業）
　子ども・子育て支援分野における「新しい生活様式」への対応を進めるため、子育
て中の親子の交流や研修などをオンラインで行うための環境整備（親と子のつどいの
広場の場合、9/10補助・上限15万円/か所）や、人材確保に向けたＩＣＴ環境の改善等
を実施（事業者の派遣 60法人）します。

63

特別養護老人ホーム等におけるＩＣＴ活用促進事業

　特別養護老人ホーム等について、オンライン面会の促進や感染症予防を図るととも
に、増加する職員の業務負担の軽減や業務効率化を図るため、ＩＣＴ環境の整備に必
要な経費を助成（県・市　3/4補助、事業所規模に応じ、最大130万円）します。

111

◆学校の再開と感染症対策を、きめ細かく支援します 単位：百万円
児童生徒の学びを確保するための体制強化事業
（非常勤講師等人件費ほか３事業）
　段階的に再開した学校の教育活動を充実し、児童生徒の感染リスクを抑えながら授
業を継続するため、退職教員や教職課程の学生をはじめとする大学生等、幅広い人材
を活用することで、児童生徒に対する教育支援体制を強化します。

2,267

学校施設における感染症対策教育環境向上事業（小・中・高・特支）
　学校施設における感染症対策を徹底しつつ、子どもたちの学習機会を保障するた
め、感染防止資器材等、学校に応じて必要な備品等を購入 (校種や規模に応じ、150～
400万円/校)します。

1,166

特別支援学校スクールバス感染症対策支援事業（スクールバス運行費）
　夏季休業等の短縮により７月以降の授業時間を確保するため、特別支援学校に通う
児童生徒が使用するスクールバス運行回数を追加します。また、医療的ケアが必要な
児童生徒が安心して通学できるようにするため、福祉車両を運行します。
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１．市⺠と医療を守る
  第２波・第３波に備えた万全な医療提供体制の確保

◆新型コロナウイルスの検査体制を強化します 問い合わせ先

ＰＣＲ検査強化事業 健康福祉局健康安全課 671-2468

ＰＣＲ検査費等の⾃⼰負担助成事業（ＰＣＲ検査費⾃⼰負担助成事業ほか１事業） 健康福祉局健康安全課 671-2468

診療所等受診体制整備事業 健康福祉局健康安全課 671-2468

◆医療機関の負担を軽減しつつ、病床を確保します

新型コロナウイルス感染症病床確保協⼒⾦事業 健康福祉局健康安全課 671-2468

重症・中等症患者等⼊院受⼊奨励事業 健康福祉局健康安全課 671-2468

認知症⾼齢者等の受⼊体制強化事業（認知症⾼齢者受⼊⽀援事業ほか１事業）
健康福祉局⾼齢在宅⽀援課
健康福祉局精神保健福祉課

671-2368
662-3526

Ｙ−ＣＥＲＴ強化事業 医療局医療政策課 671-3740

◆第２波に備えた予防対策・準備をすすめます

横浜版クラスター予防対策推進事業（クラスター予防対策強化事業ほか１事業）
健康福祉局健康安全課
医療局医療政策課

671-2468
671-2438

避難所等における災害対策備蓄事業 総務局地域防災課 671-4360

災害時要援護者⽀援事業 健康福祉局福祉保健課 671-3563

医療機関等に対する感染防⽌資器材の配布事業（⾼齢福祉推進諸費ほか3事業）

健康福祉局障害施策推進課
健康福祉局⾼齢健康福祉課
健康福祉局健康安全課
こども⻘少年局障害児福祉保健課

671-3569
671-2355
671-2468
671-4277

児童福祉施設等における感染症拡⼤防⽌対策事業
（保育所等新型コロナウイルス感染症対策事業ほか15事業）

こども⻘少年局⻘少年育成課
こども⻘少年局⼦育て⽀援課
こども⻘少年局保育・教育運営課
こども⻘少年局放課後児童育成課
こども⻘少年局こども家庭課

こども⻘少年局中央児童相談所

671-2297
671-2701
671-2386
671-4151
671-2359
671-4286
260-6516

データ活⽤強化による感染拡⼤防⽌事業（感染症発⽣動向調査事業） 健康福祉局健康安全課 671-2468

◆「新しい⽣活様式」に取り組む中⼩事業者を⽀援します

中⼩企業の「新しい⽣活様式」対応⽀援事業
経済局ものづくり⽀援課
経済局新産業創造課

671-3839
671-3913

テレワーク導⼊促進事業（職場環境向上・⼥性活躍推進事業） 経済局経営・創業⽀援課 671-2575

◆ＳＤＧｓと「新しい⽣活様式」を両⽴する先駆的な事業を⽀援します

ＳＤＧｓ ｂｉｚ サポート事業 温暖化対策統括本部SDGs未来都市推進課 671-3901

◆観光・ＭＩＣＥ産業の復興を⽀援します

市内観光・ＭＩＣＥ復興⽀援事業 ⽂化観光局観光振興課 671-4232

◆厳しい活動環境にある、⽂化芸術活動を⽀援します

市内のアーティスト等の⽂化芸術活動緊急⽀援事業（芸術⽂化⽀援事業） ⽂化観光局⽂化振興課 671-3703

掲載事業 問い合わせ先⼀覧

２．横浜経済と市⺠⽣活を守る
  景気回復に向けた経済対策と厳しい状況にある市⺠・団体・事業者の⽀援



◆厳しい状況にある、市⺠⽣活を⽀援します

ひとり親世帯フードサポート事業 こども⻘少年局こども家庭課 671-2364

ひとり親世帯ＳＮＳ就労サポート事業 こども⻘少年局こども家庭課 671-2364

ひとり親世帯臨時特別給付⾦給付事業 こども⻘少年局こども家庭課 671-2364

横浜市⽴⼤学の学⽣⽀援事業（横浜市⽴⼤学修学⽀援補助⾦） 政策局⼤学調整課 671-4271
新型コロナウイルス流⾏下における妊産婦等総合対策事業
（妊産婦等総合対策事業ほか２事業）

こども⻘少年局こども家庭課 671-4286

⽣活困窮者⾃⽴⽀援事業 健康福祉局⽣活⽀援課 671-2367

⾃殺対策等に関する相談体制強化事業（⾃殺対策事業ほか１事業） 健康福祉局こころの健康相談センター 662-3526

新型コロナウイルス感染症対応に伴う会計年度任⽤職員緊急雇⽤事業 総務局⼈事課 671-2223

「横浜で働こう！」推進事業 経済局雇⽤労働課 671-2303

◆市⺠の暮らしを⽀える、公益活動や福祉サービス事業者を⽀援します

市⺠公益活動緊急⽀援事業 市⺠局市⺠協働推進課 671-4735

福祉サービス運営⽀援事業（介護サービス等運営費助成事業ほか６事業）

こども⻘少年局⼦育て⽀援課
こども⻘少年局保育・教育運営課

こども⻘少年局放課後児童育成課
健康福祉局障害⾃⽴⽀援課
健康福祉局⾼齢施設課
健康福祉局介護事業指導課

671-2701
671-0201
671-2365
671-2386
671-4151
671-4130
671-3641
671-4251

福祉サービス継続⽀援事業（障害福祉サービス継続⽀援事業ほか３事業）

健康福祉局障害施策推進課
健康福祉局⾼齢施設課
健康福祉局介護事業指導課
こども⻘少年局障害児福祉保健課

671-3569
671-3641
671-4251
671-4277

救護施設職員に対する慰労⾦給付事業 健康福祉局⽣活⽀援課 671-2367

学校給⾷物資補償事業 教育委員会事務局健康教育課 671-3234

３．新たな⽇常に取り組む
  「新しい⽣活様式」への対応と学校の再開を⽀援

◆ICTの活⽤等による「新たな⽣活様式」への対応をすすめます

⼦ども・⼦育て⽀援分野における「新しい⽣活様式」対応事業
（保育・教育⼈材確保事業ほか３事業）

こども⻘少年局⼦育て⽀援課
こども⻘少年局保育対策課
こども⻘少年局放課後児童育成課

671-2701
671-4468
671-4151

特別養護⽼⼈ホーム等におけるＩＣＴ活⽤促進事業 健康福祉局⾼齢施設課 671-3641

◆学校の再開と感染症対策を、きめ細かく⽀援します

児童⽣徒の学びを確保するための体制強化事業
（⾮常勤講師等⼈件費ほか３事業）

教育委員会事務局教職員⼈事課
教育委員会事務局教職員労務課
教育委員会事務局学校⽀援・地域連携課

671-3226
671-3227
671-3239

学校施設における感染症対策教育環境向上事業（⼩・中・⾼・特⽀） 教育委員会事務局総務課 671-3223

特別⽀援学校スクールバス感染症対策⽀援事業（スクールバス運⾏費） 教育委員会事務局特別⽀援教育課 671-3956
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くらし・経済対策について

＜令和２年度６月補正予算案＞
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4月７日 緊急事態宣言発出（～5月６日まで）

4月28日 横浜市「くらし・経済対策（５月補正）」発表

・市民と医療を守る

・375万市民のくらしを守る
・横浜の活力を守る

5月４日 緊急事態宣言延長（～5月31日まで）

・休業・時短営業の長期化による市内経済の更なる悪化

・雇用情勢の悪化、市民の生活が更に厳しい状況に

5月25日 緊急事態宣言解除

・感染拡大防止に取り組みながら社会経済活動を再開
・ウイルスと戦いながら生活する「新たな日常」への挑戦

これまでの経過



3

市民と医療を守る
第２波・第３波に備えた万全な医療提供体制の確保

横浜経済と市民生活を守る
景気回復に向けた経済対策と

厳しい状況にある市民・団体・事業者の支援

新たな日常に取り組む
「新しい生活様式」への対応と学校の再開を支援

６月補正の３つの柱

１．

２．

３．

くらし・経済対策補正として、

総額187億円の補正予算案



34事業 55億7,400万円

 新型コロナウイルスの検査体制を強化します。

 医療機関の負担を軽減しつつ、病床を確保します。

 第２波に備えた予防対策・準備をすすめます。

4

市民と医療を守る
第２波・第３波に備えた万全な医療提供体制の確保

・簡易検体採取の体制強化 最大7,200件（6月8日時点660件）
・往診による検査体制の整備
・身近な診療所での検査の実施に向けた感染防止対策 上限100万円、200施設

・重症・中等症病床の確保に協力金を支給(16,000円～32,000円/床・日)
・認知症高齢者等の円滑な受け入れのための協力・病床確保に支援金を支給

・横浜版クラスター予防・対策チーム設置(感染予防策の改善指導等の実施)

・災害発生時に開設する避難所等への感染防止資器材の整備

・第２波の感染拡大防止に向けた本市が保有する相談内容等のデータベース化、

国のシステムの活用による感染症情報の広域的共有



31事業 94億8,300万円(①②合計)

 「新しい生活様式」に取り組む中小事業者を支援します。

 SDGsと「新しい生活様式」を両立する先駆的な事業を
支援します。

 観光・MICE産業の復興を支援します。

 厳しい活動環境にある、文化芸術活動を支援します。

5

横浜経済と市民生活を守る①
景気回復に向けた経済対策と厳しい状況にある市民・団体・事業者の支援

・中小企業 9/10補助上限30万円、個人事業主 9/10補助上限15万円 6,000件
・WEBサイトやSNS、冊子等様々な媒体を通じた発信、市内事業者等からの調達・購入
・中小企業のテレワーク導入に要する費用の助成(3/4補助、上限30万円、825件追加)

・着地型旅行商品の造成・販売等
・宿泊商品への特典クーポン付与による販促プロモーション

・活動再開に向けた準備制作等、文化芸術活動の支援 上限30万円、450件追加
・市内施設を活用した映像配信を伴う文化芸術活動の支援上限70万円、50件追加

1/2補助、上限200万円 50件



31事業 94億8,300万円(①②合計)

 厳しい状況にある、市民生活を支援します。

 市民の暮らしを支える、公益活動や福祉サービス
事業者を支援します。

6

横浜経済と市民生活を守る②
景気回復に向けた経済対策と厳しい状況にある市民・団体・事業者の支援

・ひとり親家庭等の支援(フードバンクを活用した食品提供、臨時特別給付金の給付)
・横浜市立大学が実施する学生の学費減免への支援 100人
・妊産婦等に寄り添った総合的な支援(分娩前のウイルス検査等)
・生活が困難になっている方に対する相談体制の強化(自立相談支援員等を増員)
・自殺対策等に関する相談体制の強化(インターネットによる非対面型の相談等)
・新型コロナの影響で職を失った方の雇用(会計年度任用職員の緊急雇用50人程度)
・新型コロナの影響で内定取消、解雇、雇止め等にあった方の早期就職支援

・ NPO等公益性の高い活動の継続及び新たな事業展開の支援
・感染症拡大による利用自粛等で収入が減少した福祉サービス事業所の運営
を支援(対象事業や利用者の減少率等に応じた支援、最大 300万円)

・障害福祉、介護サービス事業所における感染者対応にかかる施設の感染予防

対策、事業継続に必要な経費を支援(上限 395万6,000円※サービス種別等による)



14事業 36億7,700万円

 ICTの活用等による「新しい生活様式」への対応を
すすめます。

 学校の再開と感染症対策を、きめ細かく支援します。
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新たな日常に取り組む
「新しい生活様式」への対応と学校の再開を支援

・児童生徒の学びを確保するための幅広い人材を活用した教育活動の充実
(非常勤講師、職員室業務アシスタント、学習支援ボランティア等の追加配置)
・感染症対策を徹底しつつ学びの環境を確保するための備品等を購入
(校種や規模に応じて、150～400万円/校)
・特別支援学校に通う児童生徒の通学支援 (スクールバスの運行回数増、福祉車両
の運行増)

・地域子育て支援拠点等における親子の交流・研修をオンラインで行うための環境を
整備 (親と子のつどいの広場の場合、9/10補助、上限15万円/か所)
・保育士等の確保に向けたICT環境改善にかかる事業者の派遣(60法人)
・特別養護老人ホーム等でのオンライン面会や業務効率化に向けたICT環境の整備に
対する支援(県・市 3/4補助、事業所規模に応じ、最大130万円)



令和2年度 ６月補正予算案の概要（くらし・経済対策部分）

【一般会計補正予算（くらし・経済対策部分） 】

補正額 １８７億円
(財源内訳) 国 費 ７４億円

県 費 １６億円
市 費 ９８億円

うち、新型コロナウイルス感染症対応

地方創生臨時交付金 85億円

その他 ０.１億円社会保険料

※各項目で四捨五入等を行っているため、合計が一致しません

くらし・経済対策にかかる財源を確保するため、既に延期が決まっている
東京2020オリンピック・パラリンピックの関連事業など、３事業の減額
補正(▲13億円)を行うため、一般会計の補正予算額は、174億円となります。
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